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行政評価 

 

 

 

本市では、平成１６年度の試行から平成２４年度までの９年間、行政評価を実施し

ておりました。しかし、対象となる事務事業が必ずしも長期総合計画に基づく施策の

体系と一致していないなどの課題があったことから、平成２６年度からは、第４次基

本構想・後期基本計画の目標達成に重点を置いた、施策マネジメント評価へ移行しま

した。 

その後、第５次基本構想・前期基本計画の実現に向けた小金井市行財政改革２０２

５を策定するにあたり、施策の目標達成と、担当自ら事務事業の見直しが行える仕組

みを構築するために、議会との合同勉強会での検討を重ね、行政評価システムを見直

し、導入することとなりました。 

 

 

 

行政評価システムとは、第５次基本構想で掲げる２９の施策を点検・評価すること

で、市政運営全体のまちづくりを進捗管理するものです。点検評価の対象は、２９の

「施策」と、その施策を達成するための「事務事業」であり、それぞれ対象によって、

「施策評価」、「事務事業評価」と呼びます。 

 

『第５次基本構想・前期基本計画と行政評価システムの関連性』 

 

 

１ 行政評価システムの導入

について 

２ 行政評価システムとは 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

 

 

 



   





































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務事業評価 
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１ 事務事業評価について 

事務事業は、第５次小金井市基本構想・前期基本計画の２９の施策の達

成に関わる具体的な事業であり、行政評価用に各課で同一の業務をひとか

たまりにしたものです。  

事務事業評価シートは、基本情報記入欄に事務事業の対象、手段及び目

的を記載することで、事業の目指す最終成果を自ら確認することができ、

これを踏まえた現状や、課題を分析することで、最後に、自ら改善提案、

今後の方向性を考える作りになっています。  

なお、事務事業評価の評価方法は、事業の実態に合わせ定量的な成果と

定性的な成果を組み合わせて評価をします。  

  ２９の施策ごとに、１年間に１事業ずつ評価する事務事業を設定し、令

和３年度決算からの５年間で合計１４３の事務事業を評価します。また、

当該年度に評価を行うことを設定した事務事業以外にも、改善提案がある

場合には、評価の対象に加えることができるものとしています。  

 

２ 評価対象事業 

 ３３事業２３課（追加提案４事業を含む） 

 

３ 評価実施期間 

 令和６年５月３０日から同年６月１９日まで 

 

４ 評 価 結 果 

 事務事業評価シートを参照 

 

５ 事務事業評価（自己点検）による今後の方向性 

 ⑴ 休 ・ 廃 止  ０件 

⑵ 縮 小  ０件 

⑶ 現 状 維 持 １７件 

⑷ 改善・改革  ９件 

⑸ 拡 充  ７件 
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６ 行財政再建推進本部による判定 

事務事業評価では、担当課による自己評価の結果に対し外部評価を行う

のではなく、担当課が提案した改善策に対し、その有効性等を行財政再建

推進本部が判定し、市の改善策に認定のうえ、その実践を後押しすること

で施策の推進を図ります。  

判定は「奨励」、「承認」、「調整」、「見直し」の４段階で行い、特に「奨

励」に認定された改善提案に対しては、行財政再建推進本部が必要な後押

しを直接行います。  

 

【判定基準】  

判定  改善提案に対する判定  件数  

奨励  提案に賛同し、本部としてその後押しをする  ３件以内  

承認  提案を適当と認める  

件数の  

定めなし  

調整  提案を基本としつつ、一部調整により改良を求める  

見直し  提案全体の見直しを求める  
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【令和６年度改善提案に対する判定結果】  

 

※ 番号３０及び３１は一体の事務事業として判定  

番号 事務事業名 担当課 担当課評価 本部判定

1 緑地保全・緑化推進事業 環境政策課 現状維持 承認

2 事業系ごみ発生抑制推進事業 ごみ対策課 改善・改革 承認

3 環境配慮機器等補助事業 環境政策課 現状維持 承認

4 宅地開発等指導事務 まちづくり推進課 現状維持 承認

5 マンション管理適正化促進事業 まちづくり推進課 現状維持 承認

6 都市計画道路３・４・１号線整備事業 都市計画課 現状維持 承認

7 放置自転車対策事業 交通対策課 現状維持 承認

8 消防団運営事業 地域安全課 拡充 承認

9 空家等対策事業 地域安全課 改善・改革 承認

10 商工振興事業 経済課 現状維持 承認

11 多面的機能をいかした農地保全事業 経済課 改善・改革 承認

12 放課後子ども教室事業 生涯学習課 改善・改革 承認

13 放課後児童健全育成事業 児童青少年課 拡充 承認

14 施設等の活用事業
保育課
公民館

生涯学習課
現状維持 承認

15 不登校支援事業 指導室 拡充 承認

16 小中学校給食室調理設備整備事業 学務課 改善・改革 奨励

17 はけの森美術館事業 コミュニティ文化課 現状維持 承認

18 国際交流事業 コミュニティ文化課 現状維持 承認

19 非核平和事業 広報秘書課 現状維持 承認

20 図書館運営事業 図書館 現状維持 承認

21 スポーツ教室・各種大会事業 生涯学習課 現状維持 承認

22 災害時避難行動要支援者支援事業 地域福祉課 拡充 奨励

23 介護支援ボランティアポイント事業 介護福祉課 現状維持 承認

24 在宅医療・介護連携推進の充実 介護福祉課 現状維持 承認

25 障害者交流事業 自立生活支援課 改善・改革 承認

26 予防接種事業 健康課 拡充 承認

27 市民の声等事業 広報秘書課 現状維持 承認

28 市報編集・発行事業 広報秘書課 拡充 承認

29 行政評価事業
企画政策課

行政経営担当
改善・改革 承認

30 平日に来庁できない市民等への窓口サービス事務
行政経営担当

市民課
保険年金課

改善・改革

31 コンビニエンスストアでの各種証明書類交付事業 市民課 拡充

32 郵送請求事業 市民課 改善・改革 承認

33 窓口受付事務（申請書・届出書作成） 市民課 改善・改革 承認

奨励
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